
（市外本店：建設工事） 

Ⅰ 提出書類一覧 

    

・下記の書類を番号順にＡ－４のファイルに綴じて提出してください。   

・ファイルの色は、水色（ブルー）系とし、背表紙には、登録番号および業者名のみを

縦書きで記入してください。 

 

（背表紙記入方法） 

＊登録番号は、継続申請の場合は現在の登録番号を記入し、新規申請の場合は空白としてください。 

＊市外業者とは、法人に係る登記事項証明書の本店住所が、令和４年１月１日現在において守山市外

の場合です。 

＊背表紙以外の面には記入不要です。 

 

１ 建設工事入札参加資格審査申請書（様式１、２） 

・添付書類 

１）[法人の場合] 法人に係る登記事項証明書（履歴事項全部証明書）写し 

[個人の場合] 身元証明書写し 

※申請日において発行日から３月以内のもの 

２）建設業許可証明（確認）書または許可通知書 ※写し可 

※建設業許可証明（確認）書は申請日において発行日から３月以内のもの。許可通

知書は申請時において有効であるもの。 

※支店･営業所等に権限を委任される場合は、支店･営業所等の許可が確認できるも

の。 

３）総合評定値通知書・経営規模等評価結果通知書（以下「経審通知書」という。）写し 

  ※申請日現在において最新で有効なもの 

  ・「その他の審査項目（社会性等）」欄により社会保険等の加入の有無を確認します。 

  「有」または「除外」となっていることを確認してください。 

  「無」となっている場合、保険料の領収証書等、加入が確認できる資料の写しを提

出してください。 

  ・入札参加希望業種に係る許可建設工事の経営事項審査を受けていない場合は、当

該業種は希望出来ません。 

４）ISO 認証取得証明書の写し（ISO9001 または 14001）、エコアクション 21 の認証・登

録証の写し 

  ※令和３年 12 月 31 日現在、取得済みの場合のみ 

２ 技術職員名簿（様式３） 

・添付書類 監理技術者資格者証の表裏両面の写しおよび監理技術者講習修了証の写し 
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  ※市内営業所等に所属する職員で、監理技術者については、監理技術者資格者証の

両面の写しおよび監理技術者講習修了証の写しを添付すること。 

３ 実務経験経歴書（様式４） 

４ 使用印鑑届（様式５） 

・添付書類 印鑑証明書写し  

  ※申請日において発行日から３月以内のもの 

５ 年間委任状（様式６） 

６ 営業所一覧表（様式７） 

 ・添付書類 支店および営業所の状況（様式８） 

７ 誓約書（様式９） 

８ 役職員名簿（様式 10） 

９ 資本関係・人的関係調書（様式 11） 

10 工事経歴書（任意様式） 

11 建設業退職金共済制度の加入証明書の写し 

12 納税関係証明書（未納の税額がないことの証明書の写しを提出してください。） 

[法人の場合] 国税    ：法人税、消費税及び地方消費税（その３の３） 

都道府県税 ：法人都道府県民税、法人事業税 

市町村税   ：法人市町村民税、固定資産税 

[個人の場合] 国税       ：申告所得税、消費税及び地方消費税（その３の２） 

都道府県税 ：都道府県民税、個人事業税 

市町村税   ：市町村民税、固定資産税 

※申請日において発行日から３月以内のもの 

※国税については、免税業者の方も提出が必要です。 

※支店･営業所等に権限を委任される場合は、本店および支店･営業所等の両方の証明

書が必要になります。 

※本店および支店･営業所等の所在地の公共団体において、「未納の税額のないこと」

の証明書の書式発行がない場合は、直近年度分の納税証明書を提出してください。 

※東京都においては取り扱いが違う場合があります。 

 

13 郵送等申請者における注意事項 

郵便切手（84 円）を貼り、返信先を記入した封筒（長型３号以上）を必ず同封すること。 

 

14 郵送等宛先 

   〒524-8585 滋賀県守山市吉身二丁目５番 22 号 

 守山市役所 契約検査課 「入札参加資格申請」 

※新規申請の場合は「新規」と朱書きすること。 



※継続申請（業種変更含む。）の場合は、前回の登録番号を記入してください。 

（注）申請書の提出については、作成者により様式１「提出書類確認欄」で確認し、ご提

出をお願いします。 



Ⅱ 書類の記載要領 

（注）①、②、③・・・の番号はこの申請書様式に付してある説明です。  

    

１ 建設工事入札参加資格審査申請書（様式１、２） 

① 受付番号（=登録番号） 

新規申請の場合は、記入しないでください。 

継続申請（業種変更含む。）の場合は、前回の登録番号を記入する。 

前回の受付時に交付した受付表に記載された番号 

② 「新規」または「継続」のいずれかに○を記入する。 

③ 申請書提出日を記入する。 

④ 申請者 

建設業許可申請時に届けている本店（主たる営業所）で申請する。 

申請者住所が法人に係る登記事項証明書の本店所在地と同じ場合は「１」、異なる場合

は「２」を記入（選択）する。 

注：「２」を記入選択した場合は、「委任」が必要となる。 

申請印は、実印を押印する。  

商号又は名称、役職名、代表者氏名、主たる営業所の所在地を記入する。  

「個人」または「法人」いずれかに○を記入する。 

経審通知書より、営業年数の数値を記入する。 

郵便番号、電話番号、FAX 番号を記入する。 

 ⑤ 支店および営業所等 

  本市との契約等の権限を委任され、かつ、建設業法に基づく支店および営業所等につ

いて記入する。（単なる営業拠点の場合は記入不要です。） 

  支店および営業所等名称、代表者の役職名・氏名、郵便番号、所在地、電話番号、FAX

番号を記入する。 

⑥ 経営事項審査基準日を記入する。 

⑦ 経営事項審査結果通知日を記入する。 

⑧ 建設業の許可業種 

 本店または支店および営業所等を届け出た場合は、その事業所の有する建設業許可業

種の全てについて記入する。 

一般建設業の場合は「１」を特定建設業の場合は「２」を記入（選択）する。 

⑨ 入札参加希望業種 

＜条件＞ 

(ｱ) 本市と入札参加および契約等を希望する本店、支店･営業所等において、その建

設業の許可を有していることが必要となります。 

(ｲ) 入札参加希望業種について、審査基準日の前日（令和３年９月 30 日）において



許可取得後２年以上経過し、かつ、経審通知書において総合評定値(P)があること。 

(ｳ) 入札参加希望業種に対応する技術者が最低限１人以上いること。すなわち、入札

参加希望業種が３業種の場合は最低限３人の技術者が必要になります。 

県内本店業者：上記（ｱ）から（ｳ）の全ての条件を満たす、３業種まで希望ができ

ます。 

県外本店業者：上記（ｱ）から（ｳ）の全ての条件を満たす、３業種まで希望ができ

ます。ただし、次の３業種を希望する場合は、経審通知書における完成工事高が条件

となります。土木一式工事：10 億円以上、建築一式工事：20 億円以上、舗装工事：

10 億円以上 

(ｴ) 希望業種の建設工事の種類および建設業の許可 

建設工事の種類 29 業種の内、希望する順に記入する。 

別表３のコード表より番号（01～29）を選択してください。 

許可区分欄：「大臣」・「知事」および「特定」・「一般」いずれかに○を記入する。 

許可番号欄：許可番号を記入する。 

許可年月日を記入する。 

(ｵ) 希望業種のデータ 

新規「１」・継続「２」区分を記入（選択）する。 

経審通知書から、希望業種の(P)、完成工事高（２年または３年平均）を記入する。 

  (ｶ) 希望業種が２業種の場合は、３つの欄のうち右欄に斜（＼）線を入れる。 

    希望業種が１業種の場合は、３つの欄のうち中欄および右欄に斜（＼）線を入れ

る。 

⑩ 主観点評価項目 

(ｱ) 入札参加資格（指名）停止措置状況 

守山市から入札参加資格（指名）停止を受けている場合のみ記入すること。 

守山市から入札参加資格（指名）停止を受けた期間が次の期間に一部でも重複する

場合は、必ず記入すること。 

令和２年１月１日から令和３年 12 月 31 日までの２年の間を対象期間とする。 

(ｲ) ISO9001 認証取得の状況 

令和３年 12 月 31 日現在の取得状況を記入する。 

財団法人日本適合性認定協会（JAB）または JAB と相互に認証している認定機関に

認定されている審査登録機関の認証とする。 

登録状況欄の記入は、下記のとおりとする。 

登録がない場合は「０」、登録がある場合は「１」と記入（選択）する。なお、支

店・営業所等が認証されていない場合でも本店が認証されていれば、「１」と記入（選

択）する。 

(ｳ) ISO14001、エコアクション 21 の認証取得の状況 



令和３年 12 月 31 日現在の取得状況を記入する。 

登録状況欄の記入は、下記のとおりとする。 

登録がない場合は「０」と記入（選択）する。 

登録がある場合は、ISO14001 は「１」、エコアクション 21 は「２」と記入（選択）

する。なお、支店・営業所等が認証されていない場合でも本店が認証されていれば、

「１」または「２」と記入（選択）する。 

⑪ その他 

令和３年１月１日以降に、分割・合併・商号（社名）変更等により現組織に変更があ

った場合に、その経過を記入する。 

⑫ 作成者氏名および連絡先 

所属等名、氏名、連絡先を記入する。 

２ 技術職員名簿（様式３） 

次の２種類の様式のいずれかを用いて提出すること。 

１）守山市の独自様式を用いる場合。（申請日現在で作成する。） 

名簿は主たる営業所（本店）、支店・営業所別に作成する。 

様式記載の記載要領に基づき作成する。 

※市内営業所等に所属する職員の中で、監理技術者については、監理技術者資格証

の両面の写しおよび監理技術者講習修了証の写しを添付すること。 

２）経営事項審査申請に提出した技術職員名簿の写し（受付印の押印のあるもの）を

用いる場合。 

この場合は、申請日現在に在職している職員に手直し（見え消し）して提出するこ

と。 

また、支店・営業所に配属されている職員が分かるように明示すること。 

※監理技術者資格証等の写しは添付不要。 

３ 実務経験経歴書（様式４） 

必要な時のみ作成する。 

様式３を経営事項審査申請に提出した技術職員名簿の写しを提出する場合について 

は、添付を省略できる。 

技術職員一覧表（様式３）において実務経験としている技術者について作成する。 

様式記載の記載要領に基づき作成する。 

「経営事項審査申請時の実務経験経歴書（受付印のあるのも）の写しでも可」 

４ 使用印鑑届（様式５） 

印鑑証明書を添付すること。 

５ 年間委任状（様式６） 

参考様式としていますので、必ずしも本様式を使用しなくても結構です。 

６ 営業所一覧表（様式７） 



本店、申請書様式１⑤で記入した支店・営業所および守山市内に有する支店・営業所

について記載すること。 

  申請日現在での状況を記入する。 

「電話番号・ＦＡＸ番号」欄には、その番号を「－(ハイフン)」で区切り記載すること。 

「建設業許可業種」の欄には、本店、支店・営業所等が受けている建設業許可業種につ

いて、該当する欄に○印を付すること。 

※参考様式であるため、必ずしも本様式を使用しなくても結構です。 

７ 支店および営業所等の状況(様式８) 

  守山市内に支店および営業所等を有する場合のみ作成が必要です。 

  写真（カラー）は、申請日において３月以内に撮影されたものとする。 

８ 誓約書（様式９） 

内容をよく確認した上で、提出日（申請日）、所在地、商号または名称および代表者職・

氏名を記載し、代表者印（実印）を押印して作成する。 

９ 役職員名簿（様式 10） 

役職員情報等を記載してください。 

掲載する役職員は、個人である場合にはその者、法人である場合にはその役員を全員

記載してください。 

役職名は、個人である場合には空欄とし、法人である場合にはその役職名を記載して

ください。 

法人である場合の役員で、非常勤役員の場合は、備考欄に「非常勤」と記載してくだ

さい。 

氏名欄におけるフリガナは半角カタカナで記載し、漢字表記およびフリガナともに姓

と名の間は１マス空けてください。 

生年月日の元号については、明治は「M」、大正は「T」、昭和は「S」、平成は「H」で表

記してください。 

生年月日の年、月、日については、１の場合は「01」と半角二桁で表記してください。 

性別については、男性は「M」、女性は「F」で表記してください。 

10 資本関係・人的関係調書（様式 11） 

別添の作成要領を参考に記載してください。 

11 工事経歴書（任意様式） 

入札参加を希望する業種毎に作成する。（希望業種以外は作成および添付不要） 

「経営事項審査申請時の様式（工事経歴書）で可」 


